
Title パキスタン運動における全インド・ムスリム連盟の国
家構想と社会経済政策

Author(s) 浜口, 恒夫

Citation 大阪外国語大学学報. 1983, 61, p. 1-19

Version Type VoR

URL https://hdl.handle.net/11094/80937

rights

Note

The University of Osaka Institutional Knowledge Archive : OUKA

https://ir.library.osaka-u.ac.jp/

The University of Osaka



パキスタン運動における全インド・ムスリム

連盟の国家構想と社会経済政策

浜 口 恒 夫

Development　of　the　Policies　and　Pyogrammes　of　the　AU－

　India　Mus玉im　League　d磁ng　the　PakistaR　Movement

Tsuneo　HAMAGUCHI

　　It　is　o＆en　asserted　that　thc　Pakista識m・vement　was　a　negative　one　with　n・

policies　and　programmes　other　than　cries　for　a　separate　Islamic　state，1）ut　this

argument　wi1王1）e　unable　to　live　through　a　test　of　h｛storical　verification，　This

art圭cle　purports　to　ascert批沁the　nature　alld　tl玉e　historical　implicatioRs　of‘Mus｝im

nationalism，　adv◎cated　by　the　All－lndla　Mu曲n　League　during　the　Pakistan

movement，　for　the　purpose　of　wh圭clユspecia圭　attention　w三ll　be　paid　to　the舩ture

of　the　Pakistan　that　was　to　be　established　as　well　as　the　socio－economic　policies

and　programmes　of　the　Muslim　League　includi1ユg　the　activ三ties　of　the　P王anning

Committee．　Thus　wま1圭be　made　clear　bodh　the　positive　role　of　the　strategies　of

‘1　a．　uslim　nation　a玉i9．　m，　in　attracting　the　Muslirns　of　various　strata　particularly

i頁the　l1N｛lus｝iln　majority　provinces　to　the　PakistaR　movement　a職d　the　Degative

heritage　left　behind　by　the　l　Gusliin　League　to　be　detrimentaユ　to　the　processes

of　Ration　building　after　Pakistan，s　hユdependence．

　1976年にパキスタンでは政府主催で「偉大な指導者」ムハンマド。アリー一一■ジンナー生誕100

年記念祭が行われた．その出版事業の一一一r“として刊行されたシャリーフル・ムジャーヒド著ilパ　’

キスタン・イデオロギー』は，「パキスタン要求がなされたときも，　その要求が政治的現実とな

ったときも，この圏はイスラム民主政体を採るとの考えが示されていた費と述べている，

　しかし全インド・ムスリム連盤が最初からはっきりとイスラム民主主義の圃家構想を掲げてパ

キスタン運動を指導し，そして建魍に成功したのであったなら，独立後にパキスタンはもっと違

った歴史をたどったのではないか，少なくとも国家の理念と体制のあり方をめぐる世論の対立と

分裂，さらに政治的不安定を招くことはなかったのではないかとの疑問が当然生じてくる．

　パキスタン運動の評価には，パキスタン建国をもっぱらイギリス帝国主義の「分割統治」政策
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の産物とのみ提えて運動自体の葎在を否認する説は論外であるとしても，肯定的であれ否定的で

あれ，そのイスラム的性格を強調するものが多いが，史実による検証に耐えうる議論は少ない．

本稿は，従来ほとんど追究されることがなかった金インド・ムス弓ム連盟の圏家構想と社会経済

政策の展開に焦点を合わせて，パキスタン運動のFムスリム民族主義」としての性格を考察し，

その積極的な歴史的意味合いと同時に限界をも明らかにしようとするものである．なおパキスタ

ン運動の全体像の解明には，中央および地方レヴェルの指導する側の論理と活動だけでなく，癒

導され支持する側の意識と行動，そして両者をつなぐ運動の実態をも掘握する必要があることは

いうまでもないが，本稿での考察は主として中央レヴェルでの政策展蘭に限定されている。

1　「二民族論」

　全インド・ムスリム連盟（以下「連盟」と略す）がパキスタン運動を弱始したのは1940年3月

にラーホールで瀾かれた第27回年次大会からである．この大会は連盗史上糊めて，インド亜大懇

の北贋部と東部のムスリムが多数を占める地域にF複数の独立麟家」を樹立することを麟標に掲

げた2）i

　パキスタン運動が最終段階にさしかかった1946年4月，前年12月と岡年2月に行われたゆ災議

会，州議会議員選挙で当選したばかりの連盟党員はデリーで議員総会を蘭き，「単一主権独立圃

家パキスタン」の即蒔実現を要求する決議を採択した3＞．イギリスの閣僚使節膨がゼ権力移護」

の方途を探るため来訪し，インド側の各党派代表と折衝を続けている最中のことである．

　1947年8月1蝦のパキスタン建国に釜るまでに，連盟が公式に採択したパキスタン霞家に麗す

る決議は以上の二つだけである．前老はラーホール決議または後にパキスタン決議と呼ばれるよ

うになったもので，後者はデリー決議として知られる，デリー決議において初めて，ムスリムの

「複数の独立tw家　」は単数に修正され，その国名は「パキスタン」であること，その譲土はイン

ド亜大睦北東部のベンガル，アッサム，北藩部のパンジャーブ，北礪辺境州，シンド，バルーチ

スターンのイギリス領6州で構成される地域であることが公式に明示された4）．（鴎1参照）濁決

議の共通点は，樹立さるべきムスリムの国家において少数宗教に属する者に十分な保護が与えら

れるとしていることで，パキスタンに非ムスリム園民が住むことになることを前提としているこ

とが注凶される．

　連盟は両決議ではもちろん他の場所においても，パキスタン圃家の理念と体制について粥も明

確かつ異体的な考えを示していない．もともとラーホール決議では憲法草案を作成することにな

ていたが，その決定は実行されなかった．そのためにパキスタン運動の支持者のみでなく連盟活

動家のなかにも囲家の性格についての理解に食い違いが生じ，独立後の圏家建設の段階になると

世論の激しい対立と分裂を招くことになったことは周知のとおりである5）．

　パキスタン運動の岡時代的研究者W．C．スミスは，この運動をインド羅民会議派（以下絵

議派」と略す）のインド民族主義を攻撃するばかりで積極的な理念と政策を欠いた「否定的」運
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図1　イギリス傾州・藩董國別のムスリム人に既（1941年）

（資料）Govしof　India，　Stαs・istiCCt／・・％∫〃acxノ∂アBritish！ndiaノ物ア1z　1936－37

　！01940－41，Delhi，1948，　pp，16－17（Table　No．6）より｛乍成。

動と特微づけ，連盟をイスラム政党のカークサール党（Khaksar）と同列1耐及って「Kスラム民

族主義」と捉えている6＞．　しかしながら連盟が主張するパキスタン運動のイデオロギー的基礎は

「二民族論」に基づく「ムスリム民族主義」である．この「二民族論」を「不真実」（M．K．ガ

ー ンディー，『ハリジャン』誌，1940年4月13田号）とか「虚偽の理論」（会議派金園委員会，1947

年6月14日決議）と決めつけて否定するのはムスリム分離主義の生成を内部矛鷹とは考えない

「インド民族主義」の政治的立場からすればむしろ不愚議ではないとしても，歴史研究の方法と

してより重要なことは「二民族論」露体の歴史的事実としての存在を認め評緬を加えることであ

ろう．そうすることによってパキスタン運動の「ムスリム民族主義」としての積極的な側面と岡

隣に矛旙・隈界も明らかになるはずである．

　連盟ラーホール大会の議長演説でムハンマド・アリー・ジンナー（Muh鼠mmad　A1｛J｛nnah）は

次のように述べている，

　　ヒンドゥーとムスリムは異なる宗教哲学，社会慣習，文学をもっている．彼等は根互に通婚

3



も共食もしないし，実際大旨対立する理念に基づく二つの異なった文明に属している．ヒンド

ゥーとムスリムでは感化を受ける歴史的事実も明確に違う．……一方の多数民族（ヒンドゥー）

と他方の少数民族（ムスリム）を～緒にして単一圏家に結び合わせても次第に不満が高まって，

どんな政溶制度を採っても最終的にはその破壊を招くことにならざるをえない．……ムスリム

はいかなる民族概念に照してみても一民族であって，自己の故国，臨己の領土，自己の園家（単

数）をもたねばならない7＞、（かっこ内は筆老注記）

　インド亜大陸に住むヒンドゥ～とムスリムは，宗教だけでなく生活様式，社会慣習，文化，歴

史的伝統も異なる二つの「民族」であり，したがって蝿族圏有の自決権を行使して別個の醒家を

もつことによってのみ生存し発展することができるというのがジンナーの「二民族論」である．

このようにインド・ムスリムを一つの「民族」とみなす考えの原型は19世紀後半期の近代主義

的Kスラムの先駆的思想家サィエド・アフマド・カーン（Saiyed　Ahmad　Khan）に見出すこと

ができるが，ジンナーが直接影響を受けたのは岡年代の詩人・哲学者ムハンマド・イクバール

（Muhanユmad　Iqbal）からである．イクバールは1930年の連盟アラーハーバード大会の議長演説

で「ムスサム園家」構想を提唱したことで「パキスタン構想の創始者」とも，ムスリムの「民族

的詩人」とも呼ばれるようになったが，1938年4月の死に至るまでの晩年には，インド・ムスリ

ムの解放と社会経済問題の解決にはムスリムの独立国家を造り，そこでイスラム法の現代的適溺

を行うこと，そのために連盟を上流階級の政党でなく大衆政党に再建することが必要だと考えて，

その指導をジンナーに訴え続けていた8＞．

　ただジンナーの「二民族論」がヒンドゥーとムス弓ムの相違・対立の側面を色濃く描く反面で

ムスリムの均質性を強調するのに対して，イクバールは「人種・宗教・醤語の類似性」を重視し

ており，したがって樹立すべきムスリムの顯家の数も～つもしくは複数と決めかねていた．ジン

ナーに宛てた1937年6月21日付の私儒でようやくイクバールは，ムスリムのヂ単一連邦圏家」の

分離独立を主張するに至っているが，その場合でも連邦制としたのは「北西インドとベンガルの

ムスリムは，インド内外の他の諸民族と同様に畠決権をもつ複数の民族とみなすべきではない

か」と考えていたからである9）．

　ジンナーは黙分宛ての『イクバール書簡集』を1942年に小冊子として刊行するに当たって，彼

とイクバールの考えは本質的に同じであって，パキスタン決議はその表現であると序文に書いて

いる10＞．しかし両者において共通するのはムスリムの独立国家を樹立すべきだとの分離主義の思

想だけであって，その基礎となった民族理論も連盟の再建方法も，そして後述するようにどのよ

な性格の国家にするかについても考え方は違っていた．その差異は，イクバールがムスリムが多

数を占める州（ムスリム多数派州）の一つであるパンジャーブのムスリム民衆の現実に根差して，

いわば「下から」インド亜大陸，そしてさらに現代世界のムスリムの問題を考察したのに対して，

ジンナーは中央政治の場において会議派のヂインド民族主義」と対決しなけれぱならない差し迫

った状況のなかで，いわば「上から」インド・ムスリムの問題を捉えていたことに一因があると
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いえよう．

　連盟がドニ民族論」を提唱した歴史的意味合いは以下の二点に要約することができる．第一に，

それは会議派の主張する，インド人は宗教・入種・欝語・地域的多様性を超えた「単～民族」で

あって「単一インド国家」として独立すべきだとする「インド畏族虫義」への真向からの批判で

あり，ムスリム分離主義の寛書であった，連盟は1906年の翻立以来，大幅な州自治，分離選挙鰯，

官職捌当てによって少数派コミュニティーとしてのムスリムの権益は護られると考えて，反会議

派の対決路線を決めた1937年10月のラクナウー一大会においてさえ泊磁で民主的な州で構成され

る連邦制」を採ることを前提に単一インド圏家の完全独立を眠標にすえたのであった．しかしこ

うした政策は，植民地インド政府の「分罰統治」政策に一一一一X9の形で取り入れられはしたが，会議

派からはそれだけに前近代的な分裂主義的コミュナリズムとして及発を招くばかりであった．

　「二民族論3によって達盟は，会議派の「インド民族主義」のもつヒンドゥー支配の本質を暴

露すると嗣時に，会議派と対等の現代政治に市民権をもつイデオロギー的根拠をえられ，「コミ

ュナリズム」批判をかわすことができると考えたのである．イスラムそのものでなく「ムスリム

民族」にパキスタン運動の基礎を求めた点に連盟の近代主義的性格が表われており，それゆえに

後述のようにイスラムの伝統主義や原理主義に立つ諸政党やウラマーなどの宗教指導者の多くは

パキスタン運動に反対したのである．

　第二に，それはインド亜大陸のより広い地域の，より多くの階燭の，そしてより多様な思想を

もつムスリムに「民族」意識を植え付け，その政治的自覚を連盟に引き寄せて「ムスリムの代表

権」を獲得するためのいわば政治的シンボルであった．従来の連盟は，ムスリムはヒンドゥーに

比べて人口数でも政治的にも少数派，社会経済的には後進だとの意識に支えられて，親英的姿勢

を保持しつつ政府に特別保護を要請することに終始していた．したがってその受益層も支持届も

ムスリム少数派州の地主・弁護士・覆僚・実業家などの一部分の上騒ムスリムに限られていた。

1937年初頭に行なわれた州議会議員選挙での連盟の惨欺はこうした致策の総決算であった．（後掲

表5参照）　「二民族論」は連盟のアキレス腱であったムスリム多数派地域にも影響力を広げるた

めの大きな政策転換であった．

2　「ムスリム民族主義」の國家構想

　ラーホール決議が採択されたその年の12月25臓，ジンナーは64歳の誕生瞬のメッセージを髭表

して「これまで我々はぱらぱらで組織化されていない少数派とばかりみられてきたが，いまや団

結した一民族であることを立証しfc　」　ll’と述べた．しかし「二民族論」によってばらばらのムス

リムを連盟に組織化する仕事はまだ始まったばかりであった．ラーホール決議で決定したにもか

かわらず遮盟がパキスタン国家の性格を異体的に定める憲法草案を作成しなかったのは，連盟の

イデォロギーと客観的事実との間に大きな隔りがあったからに他ならない．そしてそのことを熟

知し，かつ憲法草案の作成を擁えたのは他ならぬジンナーであった．1944年9月のガーンディー・
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ジンナー会談の決裂後，10月初めに行われた記者会見において彼は憲法構想を異体化するのはパ

キスタン要求が認められてからだと需明している12）．またパキスタン運動の帰趨を決することに

なるほどの璽要性をもつ1945～46年の中央・州議会議員選挙に際しても，インド亜大陸のムスリ

ムは他の民族とは別懸の民族であること，パキスタン建国は金ムスリムの一一一lkした要求であり，

ムスリムの政治的解放と高揚の唯～の正当かつ適切な方法であることを訴えただけで，連盟は申

央レヴェルでは選挙鋼領さえ出さなかった13）．ジンナーは「領土も政府ももたない民族」として

は圏家を獲得することが先決閥題であると考え，それ以謡に圏家の構想・計爾・政策の具体化を

急いでムスリム内部に対立を生み出すことを恐れていたからであるM）．一方の会議派は基本的人

権の擁護，信教の膚由と政教分離主義，成人普遇選挙による議会民主制，州自治による単～イン

ド連邦国家を樹立し，社会経済体翻としては基礎的産業の国有化・統制，中間介在者廃止の土地

改革などで究極的に「協岡国家」の建設を鼠指すとの包括的な選挙綱領を発表したが15），連盟の

「ムスリム民族主義」の戦略はこれと際立った違いをみせていた．

　連盟は公式にはパキスタン國家の性格を明示することは避けたが，ジンナーは折にふれ自分の

見解を表明している。なかでもとりわけ重要なのは，選挙直前の1945年11月に行われたAP通信

との記者会見である．そのときジンナーは「一市民であり連盟議長として」，パキスタンは複数

政党制の民主主義を採り，独自の立法・行政・司法制度をもった自治州で構成する連邦翻のムス

リム國家であって，非ムスリム少数派の権利は保護されると説開している16＞．

　このムスリム国家におけるイスラムの位置づけは記者会見でははっきり述べられていないが，

ジンナーが実質的に政教分離主義に基づく民主麟家を想定していたことは疑問の余地がない．た

とえば，1941年11月にアリーガル・ムスリム大学で行われた演説のなかでパキスタンは「宗教国

家」だとする風説を否定していること17），1943年4月の連盟デリー大会でパキスタンを「イスラ

ム国家」とするとの決議案提出の動きを封じて民主政体を採ることを強調していること18），1946

年4月のデリー決議採択後の閉会演説で「神政国家」を否定していること19＞，建国直醜の1947年

8月11日にパキスタン制憲議会の議長就任演説で，国民の宗教・カースト・信条の違いは國家の

運鴬とは何の関りもないと政教分離主義の原則を認めていること2°），さらに独立後の嗣年12月に

カラーチーで開かれた，全インド・ムスリム連盟としては最後の公式議事の場となった評議会に

おいてヂパキスタンはイスラムの理想に基づくムスリム闘家となるのであって，聖職者支配の麟

家ではない．イスラムでは市民権に差刷はない」2D（傍点筆者）と述べていることがその証左で

ある．

　ジンナーは「二属族論」に依拠してインド亜大陸にイギサス型の議会民主主義は適しないと考

え，ムスリム国家の分離独立を要求した．そのため彼が志向したのは民主主義を否定したイスラ

ム鼠家だと受け止められがちであるが，しかしジンナーが議会制民主主義を否定したのは「二民

族」国家においては多数派のヒンドゥーが少数派のムスリムを支配することになると考えたから

であって，ムスリム園家では多数派のムスリムも少数派の非ムスリムも平等に民主主義を享受で
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きるというのが彼の論理であった．ジンナーは度々「我々ムスリムは1300年前に民主主義を学ん

だ」と述べ，イスラムの理想として平等・寛容・友愛を語っている．1949年3月にパキスタン制

憲議会で採択された憲法潮標決議も，その後の三つのパキスタン憲法も，ジンナーが「パキスタ

ンはイスラムの社会的公正の原理に基づく民主国家になると需明した」ことを明記している。ジ

ンナーにとってイスラムの「理想」は近代的民主主義の諸原理と矛馬する概念ではなかったので

ある．

　こうしたムスリム国家の構想は連盟指導属にほぼ共通した理解であり，暗黙の了解であったa

すでに述べたように，1945～46年の選挙のとき申央の連盟は選挙綱領を出さなかったが，パンジ

ャーブ州連盟は1944年10月1こ発表した選挙綱領においてイギリス帝国主義の完全打倒と「自由な

独立ムス弓ム諸剛パキスタンの樹立を訴え，そのパキスタンはカースト・揺条・皮膚の色の別

なく圏民全体の意志と決定によって機能するとのジンナーの言葉を引用し，成人普通選挙に基づ

く議会民主制の採用と少数民族の保謹を謳っている22）．またベンガル州達盟も1945年3月に選挙

綱領案を発表し，インド全体の完金独立と「民主国家」パキスタンの樹立を自標に掲げ，東都パ

キスタンの主権は入民にあり，性・カースト・信条。民族の瑚なく成人普通選挙で選ばれた湖憲

議会を通して民主騒家「東パキスタン独立剛を造ると述べている23）．この選挙綱領案は，後に

指摘するように州連盟内に左右の対立を生み出し，結局8月の運営委畳会決議で中央の連盟と同

様にパキスタン要求のみを強調した綱領に変更されたが，そこでもなお「パキスタンの基礎は莫

の民主主義・自由・平等・公正にあり，帝圏主義支配と経済的搾取に及薄する」24＞としている．

　パンジャーブとベンガルというパキスタン地域の主要な二つの州の連盟が中央の連盟の函標と

ラーホール決議に準じて作成した選挙綱領もしくは綱領案が，パキスタンは複数のムスリム国家

で構成されるとの前提に立ってその幽家の性格に雷及していることは溺ヨに値する，そしてその

なかで約束された議会民主制のムスリム国家を，どんなに拡大解釈したとしても「イスラム麟

家」と特徴づけることは無理であろう．中央の連盟は，独立後の1947年12月に閥かれた評議会で

初めてパキスタン国家の性格についてふれ，「すべての市民が平等な権利をもち，不安・貧困・

無知から解放される理想的な，社会的公正に基づく民主限家」の建設を照民に訴える決議をあげ

た25）．

　連盟の「ムスリム民族主義」はこうした近代主義的性格のゆえに従来の支持潤だけでなく下罵

中聞階級。知識人・学生や農民をもパキスタン運動に糾合して行った。1943年5月にインド共盧

党が，インド亜大陸の住民は十数個の臨決権をもつ民族で構成されるとの「多民族論」を打ち1当

し，ドパキスタン要求の正当性」を認めてからは，ムスサムの「民族的」藏覚を反帝国主義の政

治闘争に結び付けようとする共産党系活動家もそのなかに煽わっていた．

　しかし伝統主義的もしくは原理主義的なイスラム政党や宗教指導者はこの点を厳しく攻撃した．

複合的「インド民族主義」の立場からインドの独立を宗教的解放のための董上命令とみなし会議

派を支持するインド・ウラマー協議会（Jamiat・u1－Ulamεトe－Hind）の指導者フサィン・アフマド・
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マダニー（Husain　Ahmad　Madani）は，「昨今パキスタン運動は大衆のなかで大変人気がある．

それがムスサム多数派州にイスラム国家を梅立することを意味するのなら，極めて高貴な動機で

あってムスリムは誰も反対しない．しかし実際現状ではそんなことになるとはとても考えられな

い」　26）として，ジンナーその他の連盟指導者はイスラムに無知で，宗教園家でなく政教分離主義

園家の趨立を考えているとの批判を一貫して続けた2？）．より原理主義的に「神の支配」の確立を

蘭指すイスラム党（Jamaat－e－lslami）の党首アブル・アラー・マウドゥーディー（Abul　Ala　Maud－

udi）は，ムスリム共同体を包括する「イスラム民族主義」の立場から会議派の「インド民族主

義」はもちろん連盟の「ムスリム民族主義」もイスラム法に反すると否定したが，それは「愚者

の楽園に住む者たちの夢がどんなものであろうと，パキスタンが生まれるとすればそのイデオロ

ギー的基礎は政教秀離の民主主義であって，非ムスリムがムスリムと対等のパートナーとなる」28）

と考えたからである．他のイスラム政党のカークサール党やアフラール会議（Mallis－e－Ahrar）も

連盟のパキスタン運動に反対した．後にイスラム党やアフラール会議はパキスタン建国の環実に

迫られて方針を変え，パキスタン社会のイスラム化とイスラム国家の実現を目指すようになる．

　一方連盟の要講に応えて1945年11月にカルカッタで結成されたイスラム・ウラマー協議会

（Jamiat－ul－Ulama－e－ls王am）は，「二民族論は本来イスラムの宣言であって人聞の発案によるもの

ではない」として，「異教徒の支配から逃れ，ムスリムの独立と解放，イスラムとイスラム法の

護持・防衛」のためにパキスタン要求を支持すると宣言し，来たるべき選挙では連盟を支持する

よう訴える決議をあげた29），しかしこの派のウラマーの指導者シャッビール・アフマド・ウスマ

ー ニー （Shabbir　Ahmad　Usmani）も，パキスタンで「dスラムの支配」を確立することは～歩

一歩近づくべき目標だと考えていたのである30）．選挙運動中にイスラム・ウラマー協議会のウラ

マーや，田常の宗教生活において一般のムスリムと接する宗教指導者，そして各地のモスクの果

たした役割は大きかった．彼等は連盟反対者を「背信者」，パキスタンを「4スラム園家」と説い

た．都市の下層中問階級や農村のムスリムの多くは，こうした宗教の言葉で語られる「パキスタ

ン」に当葡する社会経済悶題の改善・解決を漠然とした形で重ね合わせて期待をかけたのである．

3　社会経済的背景

　連盟が社会経済政策と呼びうる内容の政策を発表したのは，1935年インド統治法下の1937年初

頭に実施された彊議会議員選挙の選挙綱領が初めてである．前年6月に中央選挙対策本部から出

されたこの選挙網領は，インドに「民主的完全濤治政府」を樹立することを大厨標に掲げ，1）ム

スリムの宗教的権利を護る，2）すべての弾圧立法を廃棄する，3）インドの利益に反し，インド入

の臨由を侵害し，インド搾取につながるすべての措置に抵抗する，4）過大な行政費を削滅し，國

家建設部門経費に園す，5）イギリス領インド軍をインド入化し，軍事支出を削減する，6）村落工

業を含む工業の発展を促進する，7）インドの経済開発のために遍貨・流通・物価を規制する，8）

農柑撮の社会・教育・経済的向上を推進する，9）農民負債の救済措置を講ずる，10）初等教育を
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義務化し無料とする，11）ウルドゥー語・ウルドゥー文字を保護し，普及させる，12）ムスリムの

全般的条件を改善する，13）租税負担を軽減する，14）全国に健全な世論と全般にわたる政治意識

を形成する，と訴えていた31）．

　この選挙綱頒は，とくに社会経済政策の部分は会議派に倣ったものといわれ，実際会議派も含

めて他の政党との協調をはかると誕っていた．会議派の方はすでに1931年のカラーチー大会で

「基本権決議」を採択しており，それを基礎にして選挙綱領を作成するのは大して困難なことで

はなかったが，1936年4月になってようやく20年代末以来の分裂状態から再統一に漕ぎ着けて合

同年次大会を関くことができた連盟には，十分な審議を経て独自の綱傾をまとめあげるための余

裕は時聞的にも組織力としてもなかったのである．したがって会議派が土地舗度の改革など農業

政策を中心とした社会経済政策を打ち出したのに対して，連盟の政策は異体性に欠け，また政策

の前提として私有財薩の接収に反対であること，ムスリム内部の団結を乱すような政策はとらな

いことを約束していた．

　選挙における連盟の大敗でこれらの政策は公約の域を出ることはなかったが，その後1937年10

月に開かれたラクナウー大会は選挙綱領の内容を一歩進めて異体化し，労働時間の鯛限，最低賃

金1｛誕の導入，住宅・衛生管理の改善，失業救済措麗などの労働・雇用政策，土地保有権の安定，

地代・地税額の適正化，強制労働の廃止，農繕改善事業の推進などの農業政策，村落・小規模工

業の振興，繭産品の愛用，工業開発局の設置などの工業政策，初等義務教育の普及，科学・技術

教育霊視の申等・大学教育の改革などの教育政策，その他農村・都市住民の負債救済，高利貸し

の禁止，禁酒措置，反ムスリム的慣習の廃止，社会暴仕醐の創設などを含む経済・社会・教育計

面を作成し実施するとの決議をあげた32）．これは同大会のインドの「完金独立」決議に対応する

「大衆路線」の政策展開であることはいうまでもないが，その目的は会議派が選挙薩後から開始

したrムスリム大衆接触計画」に対抗してムスリム民衆を連盟に引き入れることにあった．

　このラクナウー大会の議長演説でジンナー一は，ヒンドゥーに比べてrムスリムは，人口数では

少数弱体，教育では後進，経済的にはどうにもならない状態にある」　33）と嘆いている．ヒンドゥ

ーに対するムスリムの後進・少数派意識は，19世紀後半期以降の近代主義的ムスリム思想と運動

に一貫して底流する社会意識であり，もちろんムスリム・コミュニティーを「ムスリム民族」と

いい換え，「ムスリムは瑚欄の一艮族である．したがって，入賑数とは無関係に他の畏族と対等の

地位を要求する」34）との論理に立つパキスタン運動にもそのまま継承された．19世紀のアフマド・

カーンはそこから幽発して，イギリスの植民地支配に絶大な儒頼を寄せ忠誠を誓って，自ら麟立

したアリーガル大学を拠点としてイギリス式の近代的教育を挺子にしたムスリムの宗教・社会改

革運動つまりアリーガル運動を推進し，植民地体制の枠内でムスリムの社会経済的地位の向上を

附旨した．初期の連盟の活動もその延長線上に位置づけることができる．20世紀のジンナーもま

た岡じ社会意識から出発して，1940年代にはムスリム分離主義のパキスタン運動を指導するに釜

った．アフマド・カーンの時代にはイギリス帝圏主義の植民地体制はもっとも妥定した段階にあ
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って，会議派の民族運動もまだ生まれたばかりであったが，第二次大戦期のジンナーの時代には

インド独立運動は最終局面に入り，植民地支配自体も大きく揺らいでいた．この段階でのムスリ

ムの権益擁護の方法は，ジンナーにとってはパキスタンの分離独立の要求以外に考えられなかっ

たのである．

　たしかにジンナーが指摘したように，州レヴェルについてはともかく全国的にみれば，ムスリ

ムはヒンドゥーに比べて，入口数では亜大陸の総入口の約4分の1の少数派であるだけでなく社

会経済的に後進的であったことは否定できない．表1の教育についてみれば，就学者全体に占め

るムスリムの割合は人口比を上圏っているものの，大学・高等学校の高等教育については1930－

31年の／4．5％から1940－41年の16．1％へと比率は上昇してはいるが，人口比をはるかに下圏って

いる．ムスリム教育について特徴的なことは特殊学校・無認可学校の就学者の割合がかなり高い

ことで，このなかにイスラム神学校などの伝統的な宗教教育の生徒も含まれるが，ジンナーが閥

題としたのはイギリス式の英語による高等教育におけるムスリムの立ち後れであることはいうま

でもない．

　このことは植民地支配下に新しく瀾けた近代的職業分野，とりわけそのなかでも重要な政府灘

用部門への進出でムスリムがヒンドゥ～に比べて不利な立場におかれていたことを意味する．19

世紀後半期のムスリム指導者も，創立当初からの連盟も，ムスリムに少数派コミュニティーとし

表1　宗教コミュニティー別就学者（1930－31～40－41義g）

教育水準1歯鰍瞬誌i憾i一議瞳諦鵡
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小
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蓑2　インド高等文窟職のコミュニティー別構成（インド人のみ）

コミュニアイ　

1925～43年の薮規採期

1－一一一一一
人　数1　％

1947年1月現在の在職者
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Delhi，1977，　pp．382－383．

ての特別配慮を与えてほしいと植民地政府に求めたのはそのためであった。1910年に植民地政府

は，州政府職員の採用に際して少数派コミュニーティーを保護することを決定し，さらに1925年

からインド高等文官職を含む中央政府雇嗣についても同様の保護措麗を実施した．表2はインド

高等文宮職についてのみその実績を示したものであるが，1925～43年におけるインド人のみの新

規採胴者金体に占めるムスリムの割合は22．7％とかなり高くなっているが，それでもなお1947年

1月現在の実員総数では101人，19．7％にとどまっている．

　ムスリムの後進性のいま一つの例として度々あげられるのは企業活動，とくに近代的工業部門

の企業活動である．表3は鉱工業7業種について企業コミュニティー別の支配会社数・役員数を

示したものである．この表は東部インドのカルカッタで発行された1？roestors’／ndia　Yeerboole

に主として依存したデータであるので西部インドのインド人の企業活動が十分搬握されておらず，

第一次大戦期以降の民族資本の成長が過小評価されていると考えられる．したがってボンベイの

ムスリム工業企業家の実態も正確に示されていないと思われるが，にもかかわらずここでも立

ち後れは否めないであろう．同様の事実はパキスタン独立後の1959年現在のムスリム企業家の系

譜を示す表4にもみられ，1947年以前に近代的工場経営に従事していた者は全体の17％にすぎな

い。

　1929年に始まった世界恐慌の影響は，有効な防備・回復措置を講ずる手段をもたない槙畏地イ

ンドでは1930年代末まで続いた．輸出関連部門を中心に経済活動は後退し，全工業会社の収益性

が恐慌前の水準に戻ったのは1940年のことであった．農藍物緬格も下落し，農業危機が進行した．

こうした経済活動の停滞のなかで政府雇用に対する圧遽が一段と強まったが，その拡大にも自ず

から限界があった．植民地支配下の厳しい経済・雇用環境のなかで，先進の多数派ヒンドゥーに

後れて成長し始めたムスリム企業家・中間階級・学生に，パキスタン要求は政治的のみでなく社

会経済的にも不利な競争からの解放と受け止められた．連盟系の全インド・ムスリム学生連合の

学生たちが「パキスタンは唯一の要求／そこに繁栄が待っている」35）と叫ぶ声に，こうした隣代
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表3　企業コミュニティー別の系列工業会社・役員数（1911～51年）

｝　　　　　　｝
貯ミユニテ仁「・9・・

工　業　会　社　数の
ミ

1　　　役
　　　　………一　－1
1931　　1951b’1　　　　　　　　　　　1911

員 数

1931 1951b）

イ　ギ　リ　ス　人

ノぐ　一　ノレ　シ　ー

グジャラーティー

ユダヤ教徒
ム　ス　　リ　ム

ベ　ン　ガ　リ　ー

マールワ　i；］　

複　合　支　配

t
　282（82．70）
I
l　　　15　（4．40）

　　3（0．・88）

　　5（1．47）

　　8（2．34）

1－
128（8・　21）

416（81．57）

25　（4．90）

11　（2．16）

　9（1．76）

10　（1．96）

　5（0．　98）

　6　（1．18）1

28醐｝

382（61．71）

工9　（3．07）

17　（2．75）

　3（α48）

　3（0．48）

20　（3。23）

96（15．51）

79（12．76）1

652（64．・17）i1，　335（58．50）865（32．99）

96（9．　4S）1261（11。44）149（5．68）

71　（6．99）　　166　（7．27）　　232　（8。85）

　　　　　　13　（0．57）　　　－

24　（2．36）　　　70　（3．07）　　　66　（2。52）

17（1・67）1
48（4．．72）｝、7。圃

　6（0．59）

102（10，04）

146⑯40）i618（23・　57）

121　（5．30）1　　372（14．19）

　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　 ト

132・（iiiiiiI

合 計
34と。。．。。）｝5111。。。。。）161？、。嗣1・°1？、。。．。。，12・　2Sl、。。．。。，F621、。。。。）

（浪三）かっこ内は％　（の　綿紡紺量，ジュート紡績，製糖，製紙，鉄鋼，セメント，石炭の7M業．

　　　（b）　インド共和濁のみ．

（資料）　M．M．　Mehta，　Strtectztre　of乃z認αノz　industries，　Bombay，1961，　p．352（丁我ble　CXXX）．

表4　1959年現在のパキスタンにおけるムスリム民間ヱ業企業家a）の系講（％）

前　　　　　歴

…潔塵家（、947年以前）コ…、7－1

！蕩職主饗　　鳶臓副鍵骸禦墜．」
｝蝶蝶劇工業麟・蝶蝶劇工業投副蝶投劉

小規模工業・手工業

翫轟饗煽負、
専門職，その他の雇用

農　　　業

l　　i8　1

　　　劇

1　18　1
　　　31

驚触”一「一…τ『一｛．蕊　一巾…訓

6　1　　23
41　　　　　　30

22｝　39
・・1　　4
6　　　　　　一

　　　7　　　　　　16

1　　　25　　　　　11

｝　・・　　36

1　　12　　　20
｛　　　1　　　　11
邑

合 言圭δ） 101 101 100 99｝・G・
（注）②19繊紀の薦アジァからの移住養を除く．㈲主業・翻業の区分は収入額による．（c＞購歴分類ごと

　　の投資顧の比率．（d）四捨五入のための100％にならない場合がある．
（資料）Gustav　F・Papa・lek，　Pafe’istan’s　Z）ev・1・Pmenl；　s・‘駕σ・al・αフ多4　Pγ∫襯θincentives、　Cai“bridge

　　　　　（Mass．），：k967，　p．41　（Table　10）．

の閉塞状況と彼等の焦燥感が端的に表現されている．

4　社会経済政策の展開と計画構想

　パキスタン運動の過程で連盟の支持者は急速に増え，1944年の党員数は公称で200万人に達し

た．1927年の1330入と比較するならばその躍進振りが窺えよう．また表5によって1937年と46年

の州議会議員選挙の結果を比較してみても，獲得議席数は108から428へと4倍近くに達し，ムス

リム分離議席総数の87．0％を占めるに至っている．もちろん両選挙とも宗教・人種・隣体別の分

離選挙で，しかも財産・納税額・教育による綱限選挙であって，有権者は成人人口総数の約25％

でしかなかったが，連盟の影響力の増大はとくにムスリム多数派州において著しい．
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表5　イギリス頷州議会議員選挙の結果（1937年，1946年）

州

ア　ツ　サ　ム

ベンガル
ビ　ハ　ー　ル

ポ　ン　ベ　イ

中　央　州

マドラース

北西辺境州
オ　リ　ッ　サ

パンジヤーブ

シ　　ン　　ド

違　合　州

全　　　体

隔宅詮！議㈱数1言飴熱

＿L．塑．［＿＿．一墜塵数一

33．7　　｛　　　108

54。4｛250
エ3。o目52

1：擁
7．9　　　215

91．8　　　50

1。7　1　　60
5，1，　1175

70。8　1　　60

／5．3　　1　　228

34

119

40

30

14

29

36

　4
86

34

66

会　議　派

i（－371・946．

35

54　
1

雛

測
翻
’
l
i・33　i

58

86

98

125

93

165

30

47

51

22

遮…簗買コ…陽…あ’…内証1

・93・i　・946　1　・937「三煎

9

40

20

10

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　155｝　　、

　　　　　　三⊥座⊃亜「轡三亙「蛎こ垂烹虹「塾ll「璽一
（注）（a）1941年巨赫蠣腱釜に碁つく数値で，Y全体」には他のイギリス韻地域が含まれる．

（喪料）　Govt．　of熱dia，　RetZtrn　5’加厩2ぽllte　Rcsze／ts　of　E／ectiens　i／i　fn　dia，1937；Retit・r？x　Shoiving　t　jte

　　　刃8∫〃∫of　E／ectioフtS　toゐ鯉ガ∫／α伽8・4∬82／zのαnd　Pプo麗〃磁1　Le．．istatTtres’ilt乃u／ia，1945－46

　　　に基づく各種二次資料から筆者がまとめたもの（加賀谷寛・浜口恒夫『南アジァ現代史H（パキス
　　　タン・バングラデシュ）』山川出版社，1977，　123，　154Ae一ジ）とGovt．　of　lndia，　Staistica／．Abstract

　　　ノ「or　Zヲγ々廊ん　1ndia〆ンom　1936－3710　19tfO－41，　Delhi，1948，　PP，16－17　（Tab互e　No．6）　よりチ乍，戎．

2

31

113

34

30

i3

29

17

　4

75

27

55

64

156

57

67

41

461
31　1

24

155

52

681

19

51

20

20

6

21

3

9

49

11

18

　こうした連盟の「大衆化」は社会経済政策にも反映し新たな展開をもたらした．1943年12月に

開かれた連盟カラーチー大会はパキスタン地域における国家主導の工業化，初等教育の無料化，

土地制度の改華，地代・土地保有権の安定化，農業改良，労働条件の改善，金貸し業の規制を内

容とする社会経済闇発5力年計画を作成するため計画委員会を設置することを決議し，その任命

の権限を議長ジンナ～に委ねた36）．1937年10月のラクナウー大会決議と比べて注貝されるのは，

国家主導の工業化と土地改革の方錯を初めて打ち出したことである．大会の雰囲気も一変してい

た．決議案の提出者Z．頁．ラリーは，羅有塵業の設立は労働者の正当な権利を護るためであり，

また大地主階級を廃止して農民の権利を保護する土地改革が必要だと提案理由を述べた3η．　「連

盟は地主，ザミーンダール，ジャーギールダールたちの組織ではなくて労働君や農民のために奉

仕する団体であることを一般の人々に示すべきだ」3S）との賛成意兇も出されて，決議は満場一致

で採択された。

　連盟が5力年計画委員会設置決議をあげるに至ったi謹接の理由は，パキスタン地域とみなすイ

ギリス領6州のうち，敷務長官州であって州麟治を認められていないバルーチスターンを除く5

州において，単独もしくは連合の形で政権を撮当するまでになっていたからで，会議派が1937年

州議会議員選挙後8州で政権を担当するようになってから，1938年10月の州政府工業大臣会議で

」．ネルー（J．Nehru）を委員畏とする計爾委員会の設置を決めたのと事情は似ている．会議派は

颪ちに委貴会の人選を終え岡年12月から活動を朋姶したが，連盟は大幅に遅れた，大会決議では
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1944年6月までに計画委員会が連盟運営委員会に中間報告書を提出することになっていたが，ジ

ンナーはようやく問年8月になってハイダラーバード藩王国のアリー・ナワーズ・ジャング（Ali

Nawaz　J鋤g）を委員長とし，アリーガル大学のA．　B．　A．ハリーム（A．　B．　A．　Halim）を事務局長

とする23人の計爾委員会を任命した．同委員会は9月初めに15の分科会に分かれて作業を闘始し

た．ジンナーは，委員の人選に際しては出身地よりも能力を重視したと述べているが，そのため

かムスリム多数派州からはカルカッタの大実業家アフマド・イスファハー＝一（Ahmad　lsfahani），

パンジャーブ大学のM．A，フサイン（M．　A．　Husai11），北西辺境州の連盟指導者A．　R．ニシュタ

ル（A．R．　Nishtar）など5入だけだったが，ハイダラーバード藩王閣からは委員長を含めて5人

と，地域的に不均等であった．

　この計醸委員会のその後の活動については不明な点が多いが，連盟系英語紙ilドーン』にょっ

て遽跡してみると，1945年7月初めまでに各分科会での報告書作成の作業は完了し，第4回ボン

ベイ会議でハリーム事務局長を長とする最終報告書起草委員会が設置された．そして同年末まで

に計爾委員会は最終報告書を完成して連盟議長と運営委員会に提出し承認をえることになってい

fa　39》．しかしその後報告書が完成されたか，連盟が公式の場で承認を与えたかはまったく確認で

きない．インド。パキスタンの分離独立の手筈を定めた「マウントバッテン案」を連盟評議会が

受諾した田の翌日つまり1947年6月10日の『ドーン』紙は，「いまこそ計爾を」と題する論説の

なかで「連盟計爾委員会はすでに多くの有益な調査作業を終えているが，権力移譲の醸にパキス

タン政府が密國の経済的潜在力を明確に杷握できるようにするためにもっと奮起すべきだ」と訴

えているが，岡年8月15日付の同紙の『パキスタン独立特集』に掲載された「パキスタンの工業

化計画」は，東ベンガル州政府工業局のM．A．アーザム（M．　A．　Azam）が会議派圃家計画委暴

会の報告書を下敷にして書いたもので，連盟計爾委員会のものではなかっだo）。

　連盟計爾委員会の活動が滞り，計画構想が不明確のまま陽の騒をみることがなかった最大の原

因はパキスタン運動の最終段階における植民地インド政治の目まぐるしいばかりの急展闘にある

としても，ここでもやはり連盟指導層とくにジンナーの「ムスリム民族主義」の基本戦略を読み

とることができる、計画委員会は1945年7月までに，パキスタン地域の計画構想の基本的な柱と

して，1）すべての生産。分配・運輸・通信手段の国有化・集団化，2）国家による新規産業の劇設

と自然資然の開発，3）すべての者に対する雇用と経済的賃金の確保，4）義務教育の無料化，5）医

療・保険制度の拡充の方針を決めて作業を進めており，ハリーム事務局長は委員会決定として，

計画の基本原則は「所得の向上と利潤動機の掛除」に基づくドイスラム的計爾」だとの新聞発表

を行っている41），しかしジンナーはすでにふれた同年11月のAP通儒記者会見においてパキスタ

ンの経済体制としては主要な産業・公益事業は「社会化」すると述べ，混合経済体制を示唆して

いるにすぎない42＞．計覇委員会の急進的な「イスラム的計画」構想とは裏腹に，そのころジンナ

ーが努力を集中したのは自分と親密な間柄にあるイスファハーニー，アーダムジー（Adamji），ハ

ビープ（Habib）などムスリム大実業家の協力で「ムスリム民族産業」を育成することであった．
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1944年末にムスリム商工会議所連盗が設立され，その後建国までにオリエント航空りムスi］ム商

業銀行，ムハンマディー汽船，イースタン連合保険が誕生した．

　このようにジンナーは連韻の「大衆化」の波が「ムスリム民族主義」の域を越えないように細

心の注意を払い，イクバールが訴えたような「上流階級か大衆か」の選択をついにすることはな

かった．しかしムスリム艮衆の生活の現場により近い州連盟のレヴェルでは，その州の支持届の

性格がかなりはっきりと社会経済政策に反映されている．前述のように，パンジャーブ州連盟は

1946年州議会議員選挙に向けた綱領で，ムスリム民衆を代表する政党として反連合党の「大衆路

線」を強調する祉会経済政策を掲げた．左派のダニヤール・ラティーフィー（Danial　Latifi）が

中心になって起草したといわれるこの選挙綱鰹は，1）計薩的工業開発によって各入に雇用を確保

し，後進地域を開発する，2）基幹塵業はすべて国有化し，民間藍業は圏家計爾で指導する，3）一

般民衆の福祉のために独占・特権屡は抑制する，4）労働時聞の短縮，最低賃金法の実施，工場法

適用の厳格化，団結権・団体交渉権・ストライキ権などの労働者の諸権利を実現する，5）小土地

所脊者・農民・農業労働者のための農業開発計爾を実施する，6）金貸し・商人から農民を保護し，

非農業者だけでなく農業者への土地移転をも抑鰯するため土地所有を制限する，7）小作農の耕作

権を保謹し，小作料を適正化する，8）農業労働者に工場労働者と岡様の保護描麗を爽施し，強制

労鋤・強制賊課を廃止する，9）行政改革で浪費的支出を削減し，地税を累進化する，10）靭等教

鳶を義務化し，高等教育を改革すると約束した43）．

　一方書記長アブル・ハーシム（Abui　Hashim）が「革命的大衆運動」になったと自負するベン

ガル州連盈至は，その選挙綱領案で社会経済政策として，1）すべての地代取得麟を廃止し，地代の

標準化，不議な賦課・駅立ての廃1Lを行う，2）農業生塵・流通の協岡組合化を促進する；大規模

灌概調発を実施する，3）すべての基幹塵業は圏有化し，すべての独占とくにジュート工業の独占

を擁徐する；工業化と問蒋に村落工業の振興をはかる，4）労働者に最低生活賃金，失業保険，老

齢年金，労働基本権を保証し，1臼8時聞労働とする，5）初等教育は義務化し無料とする，6）村

落復興・食糧増産・物資隠退蔵摘発運動を直ちに関始する，7）戦後に総合的社会経済開発計顧を

実施し，社会の民主的改造をはかるなどのかなり急進的な改華を主張していfc　44）．この綱領案に

は州首相カージャー・ナージムッディー一ン（Khw批ja　Nazimud｛lin）を中心とする右派が反発し，

結局パキスタン要求とムスリムの大同団結を訴えた綱領に変更されたことはすでに指摘したとお

りである．

　両州の選挙綱領もしくは綱領案において基幹産業の顛有化と計画的工業化を強調している点は，

1940年代に根次いで発表された会議派その他の計爾構想に共通した特徴であり，ムスリム企業

家が工業部門への進出で立ち後れている状況では当然の帰結であった，しかしパンジャーブ州連

盟が地主・上閥禽営農民を基盤とする連合党を激しい表現で攻撃しながらも土地改革としては小

作饅保護の主張に止まったのは酉部地方でムスリム地主が強い勢力をもっていたからで，実際選

挙の結果連盟が間州でee－ww’党になったのは連合党のムスリム支持層，とくに地主層に食い込んだ
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からであった45）．長い間同州の政治を支配してきた連合党は10人ばかりの議員を擁する少数政党

に転落してしまったが，会議派と連携して何とか政権を撫当し続けることができた．大地主の多

くがヒンドゥーで占められるベンガルでは，法定地主のザミーンタ㌧ルだけでなく「すべての地

代取得縢」の廃止となると，中聞地主化したムスリム・ジョトダールの権益が侵害されることに

なるので，連盟内右派からも反対の声があがった．選挙の勝利で成立したH．S．スワラワルディ

ー （H．S．　Suhrawardi）を首班とする連盟政権は，翌1947年1月に刈分小作農の追い立てと小作料

を規制するベンガル刈分小作暫定規制法案と，岡年4月に永代ザミーンダーリー制度を廃止し，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
ザミーンダールの家族所有地を10Qビーガー（339エーカー）に舗隈するベンガル領地収用・小作

法案を州議会に上程した．いずれも植民地時代としては他の州に比べて爾期的な土地改革法案で

あったが，前者については連盟内右派と会議派，後者については会議派の反対にあって，独立前

には成立しなかった46）．パキスタン独立後の東ベンガル州の連盟政府が，インドの繭ベンガル州

の会議派政府よりも3年畢い1950年に東ベンガル領地収用・小作法を舗定できたのは，上記の経

過に加えて分離独立晦に多くのヒンドゥーの大ザミーンダールがインドに逃れて反鰐勢力が弱く

なっていたからである．また同時に独立薩前に高揚した刈分小作農のテバガ運動を中心とする農

民閣争の影響を無視することもできない。

　このように中央の連盟はパキスタン要求と「ムスリム民族主義」の枠を逸脱しない限りにおい

て他の政策は州連盟の自主性に委ねたので，州ごとの社会経済政策と計画構想は州レヴェルでの

ムスリムの階級構成と連盟の「大衆化」の性格の違いに応じて異なっている．たとえば，ムスリ

ム少数派州の一つでムスリム大地主が多い連合州では，1946年7月に会議派政権のもとでザミ

ー ンダーり一制度廃止決議が州議会に提出されると，州連盟委員長C．カリークッザマーン（C．

1〈haliquzzaman）は商工業・銀行・保険・不動藍など「私的所有のすべての形態」の廃止を抱き

合わせにした修正案を提出して反対し，結周連盟議員は決議の採択に加わらなかったばかりか，

10月に設置された連合州ザミーンダー一一　V一舗度廃止委員会をもボイコットした47）．同州連盟は土

地改革に関する限りベンガル州連盟とはまったく逆の方向に歩んでいたのである．

結 び

　パキスタン運動における連盟の「ムスリム民族虫義」はムスリム多数派地域を中心にしてイン

ド亜大陸のより広い地域のムス弓ムを引き付け，多様な思想を包み込んでいった．連盟の「大衆

化」の度合に応じて州によっては異体的な国家構想や社会経済政策の展開もみられたが，ジンナ

ーおよび巾央の連盟指導層は「計画や政策よりもまず圏家を」という基本的戦略を終始貫徹した．

それは地主層とともに連盟支持基盤をなす中間階級・実業家騒の脆弱さの反映でもあった．こう

した戦略はパキスタン運動に多くの階層のムスリムを糾合するうえでは積極的な役割を果たした

ことはいうまでもないが，独立後の国家建設の段階に入るとむしろ負の遺麓となった．

　一方の会議派が，1930年代以降具体的な園家構想と社会経済政策・計画を提示して独立運動を
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指導し，独立後はそれを基礎にして1950年1月にインド共和国憲法の施行，翌年4月に第一次5

力年計画の実施と，着実に新生圏家としての体制を整え政策を展闘して行ったのとは対照的に，

連盟は多様な期待と願望を抱いて建国を迎えた国民各癬を指導して繭家建設を推進する理念も政

策も組織力もなく，とくに独裁的権限を行使してきたジンナーが1948年9月に死表してからは，

繭家の理念と体制をめぐる世論の対立と政治的混乱のなかで急速に崩壊して行った．1956年3月

に第一次パキスタン・イスラム共和国憲法が成立したときすでに連膿は四分五裂の状態に陥り，

政権撫当の能力を失っていた．社会経済政策についても，独立後の工業化政策の大綱を定めた

1948年4月の政府の塵業政策声明は，政権を盤当する連盟ではなくて覆僚の手で，1945年4月の

植民地インド政府の産業政策決定に準じて作成されたもので，連盟カラーチー大会決議の「幽家

主導の工業化」とは反薄に民間資本主導の工業化と外園資本優遇の方針を打ち出した．1955年4

月に開始された第一次5力年計爾もアメリカのハーヴァード大学の研究者によって作成されたも

のであることはよく知られている．

　以後パキスタンでは今田に至るまで，軍事政権であれ文民政府であれ，時の政権が自己擁護と

権力基盤固めのためにパキスタン運動のイスラム的性絡を思いのままの内容を込めて喧伝するこ

とはあっても，当時の連盟の社会経済政策と計爾委員会の活動は歴史のエピソードとしてさえ語

られることはない．学界においても同様である．

（9i｝三）

1）　Sharif－ui－Mujahid，　Nanari）ノali　－e・Pah・istan，　Karach呈，1976，　p．33．

2）Syed　SharifuddぬPirzada　ed．，Faundatio〃ts　of　Paノ；’islan；　AiZ－lndia　A．／tts／・t？？i．　ILea．crue　Doctc〃nc・nts，1906一汐47，

　　　Vol．　II，　Ka．x－aChi，1970，　p．341．

3＞　Ibid．，　p．513．

4）連盟議長ジンナーは，ラーホール決議後の1940年10月に「単一一独立繭家」の考えを示唆し，綱年12月の誕

　生巳メッセージで初めてラーホール決議を「パキスタン」と呼んでいる．またパキスタン地域がイギリス

　　領6州で構成されると明らかにしたのは1944年9月のガーンディーとの会談においてである．（加賀谷寛・

　　浜淵恒夫窪爾アジァ境代史H（パキスタン・バングラデシュ）』山川出版社，1977，139－141ページ）以後

　　瀦名は一般化したが，ムスリムの独立園家の数については理解の食い違いが続いた．

5）加賀谷寛・浜ll恒夫，葡掲書第HI章第4節を参照．

6＞　VLiilfrcd　Cantwell　Smith，∠Modern　Islain　in　In　alitz，　Lahorc，1969　（rcprinted　from　London　edition，1946），

　　　pp．297－358，

7）　Syed　Sharifuddin　Pirzada，　op・cit・，　P・338・

8）ノニetters　9／　igba・z　to／b‘nnali，　with　a　lroreworcl　by　M，A・Jinnah，　Lahore，1963，　PP．16－－20．

9）　Ibid．，　pp．18，23－－24．

10）　Ibid．，　pp．6－7．

11）Jami1－ud－Din　Ahmad　ed．　Speec｝tes　and　1影ゲ♂〃〃8∫of　tide・．ノ’i？〃zali，　Vol．工，　Lahore，1968，　p．222．

玉2）The　Hin｛lusta！｝Times，　Gα加ワ冨ゾ㍑〃ah　Ta．iks；1「e．xt〔ゾCorresponde？tce　and　O漉θγRela．ted　21fatter，　New

　　　I）elhi，1944，　P．53．

13）Abd－ul－Wahid　Qurcshi　ed．，7厩肋ガルガ∫婦，　Islamabad，1976（reprinted　from　Delhi　edition，1946＞に掲載さ

　れた遮盛書記長リヤーカト・アリー・カーン（Liaqat　Ali　Khan）の序文による．（PP．8－9）

17



14）Jamil－ud－Din　Ahmad，　op．　cit，，　VoL　I王，　Lahore，1964，　P．199．

15）中村平治編『インド・パキスタン分離独立の史的研究一資料集一』東京外露語大学アジア・アフリカ雷語

　　叉イヒ研究所，1976，29－35ページ．

16）Syed　Sharifudd｛n　Pirzada，　op．　cit．，　Vol．1玉，　pp・）・cxxi－xxxii．　　　　　　　　　・

17）　Jamil－ud・1）in　Ahmad，　OP．　cit．，　VoL　I，　P．326．

18）Syed　Shari魚dd三n　Pirzada，　op，　cit．，Vol．　II，　pp．424－425，440．

19）　王bicl．，p．523．

20）Jamil－ud－Din　Ahmacl，　oP．　cit．，　VoL　II，　PP．403－404．

2／）＄yed　Sharlfhddin　Pirzada，　Ol），　cit．7　Vol．　II，　p．571．以上の事笑はジンナーがムスリムの団結のために穫極

　　的に「イスラムの絆」を訴えたことと矛鷹するものではない．

22）　1）tZIUIe，　NTov．12，1944．

23）Ii）id．，　April　1，1945．

24）　Shila　Sen，　A・dizts／i7iεPo／itics　in　fSenbcra／，1937－1947，　New　Delh｛，1976，　p．277．

25）Sye（玉S｝xarifuddin　Pirzada，　o夏）．　c圭tりVol．　II，　p．575．

26）Ziya－ul－1．．lasan　Faru（1i，　Tlie　Z）eo∂and．∫6乃oo／ごz／zノ踊61）einand．for　l　la．I」islan，　Borni）2LY，1963，｝）．119．

27）P．Rar（玉y，　Tlte．t？・ftts／i7ns　of　B’ritisliノ＞n　dia，　London，1972，　p．244．

28＞Ka1三m　Baha，　dur，㍑θノTa”ta‘al－i－fs／ami　of　Pakistan，　LahQre，1978，　pp．39，43．

29）Chaudhari　Habib　Ahmad，　Taltrile－e－Paleislan　aur　Na・s；tonaEst　U／ania，　Lahore，1966，　ppほ008－1012．

30）　Ibid．，　Pp．1004－1005，

31）∫ami1－ud－Din　Ahmtzd　edりffisloi’ic　Docu7nenifs　af　llieノ｝〆露∫／ガ7〃Freedom　2］fove〃nenちLε江hore，1970，　｝）p，197－

　　203．

32＞Syed　Sharifuddin　Pirzada，　op．　cit．，　Vo王．王1，　p．280．

33）　Ibid．，　p．266．

34）Jamiluddin　Ahmad，‘‘王届lades　about　Pakistan’，，1）a．w／1，　July　16，1944．

35）Mukhtar　Zaman，　S’tudents，　Rote　iit　tJte　Pafe’istα？・t　i？40veme／zl，　Karachi，1978，　p．222．

36）Syed　Sharifuddin　Pirzada，　op．　cit．，　Vol．　II，　p．468．

37）　難）id．

38）　Ibid，，　p．469．

39）　1）azvn，∫uly　3－4，1945．

40）Ibid．，∫une　10，1947；M．　A．　Azam，‘‘A　PIan　for　Industrializa．tioll　of　Pakista．バ，　Ibid．，Augユ5，1947．

41）　Ibid．，　June　22，1945；∫uly　4，1945．

42）Syecl　Sharifuddin　Pirzada，　oP・cit・，　Vol．　II，　1），　xxxiL計懸委員会設置決議を採択した1943年12月の連蟹カラ

　　ーチー大会の瀾会演説で全インド藩王蟹ムスリム連盟議長のバハードゥル・ヤール・ジャング（Bahadur

　　Yar　Jang）が，パキスタンは「イスラム團家」，5力年講醐は「コーランに基づく計爾」でなければならな

　　いと述べたとき，ジンナーは「私に対する挑戦か？」とやわらかく問い返したというエピソードは象徴的

　　である，（Syed　Sha，　rifucldin　Pirza（la，　op．　cit．，　Vol．　II，　pp．485畷86）

43）1）azvn，　Nov．12，1944．

44）Ibid．，　April　1，1945．

45）1．A．　Talbot，‘‘The　1946　Punjab　X；llectiens”，2｝fodern」Asian　Sludies，　VoL　14，　K　o．1（1980），　pp，65－91．

46）Sunil　Sen，鞭7αガ僻5ケ響露㍑Benga／，194，6－47，　New　Delhi，1972，　pp．47－48，68，74－76；A．　GhQsh　and

X．D“tt，　De”eε1ゆ｝1・ent・f　Capiεal’εs’t　Rぬ翻・？t∫乞π〆隻griCteltzere～αCα∫e　Sttedy（乏μyεs‘Bcngai，1793－19？1，

　　New　Delhi，1977，　P茎）・145－146・すでにベンガル州致府は1945年9月に発表した『ベンガル州戦後復興計

　　i3において法定地童の段階的廃止の方針を打ち出していた．（Govt．　of　8engal，　Pos・t－ediaT　Reconstru．ct・io？t

　　　Plan，　Ca．lcutta，1945，　pp．105－106．）

18



47）多頒博一ヂィンド，ウッタル。プラデシ州のザミーンダール制廃止法の立法過程（1）」『アジァ経瀟第

　　10魅第11轡（1969年U月），46－48ページ；1）aletn，　Oct．24，1946，

　〔付記〕塞稿は，東窟外国語大学アジァ・アフリカ欝語文化醗究藤の昭和50年度と51年獲の共岡研甕プsuジ

ェクト「インド・パキスタン分離独立の史的研究」の作業としてまとめた論文を，その後入手した資料によっ

て書き改めたもので，一部分は昭和57年6月のアジァ政経学会関西部会で発表した．なお関係資料についてア

ジァ経済研究所図書資料部の松本脩作氏とパキスタンのパンジャーブ大学社会科学研究センターのA・ナーズ

リー（A．Naz王i）女史から貴璽なご教示をいただいた．

19


